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Iceberg型輸送費用モデルは，財の輸送抵抗を表現するモデルとして，経済学の理論分析や空間応用一般

均衡（Spatial Computable General Equilibrium:SCGE）分析において広く利用されている．しかし Iceberg 型

輸送費用モデルは，輸送対象の財を生産する企業が，輸送対象の財と同じ生産技術によって輸送サービス

も生産すると仮定しており，この仮定が交通投資の経済影響評価に 2 つの歪みをもたらす．1 つは輸送サ

ービス需要の変動が輸送対象の財の需要に直接影響をもたらすことから生じる．輸送費用が低下した場合，

輸送対象の財を生産する産業の活動水準が過小評価されてしまう．もう 1 つは輸送サービスの生産技術に

由来する．輸送サービスへの需要の変動は，輸送サービス生産に投入される財の需給に影響を与える．し

かし輸送サービスの生産技術が輸送対象と同じ場合は波及効果に歪みが生じる．本研究では，Iceberg型輸

送費用モデルを採用した SCGE モデルと，独立した輸送サービス業を設定した SCGE モデルをそれぞれ構

築し，同じ交通投資の経済影響を比較する．本稿では特に前者の歪みについて定量的な評価を行う．  
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1.  研究の背景と問題意識 

 

Iceberg型輸送費用モデルは，財をある地点から別の地

点に輸送する事に伴い生じる抵抗（以下「輸送抵抗」）

を表現するモデルであり，Paul A. Samuelsonによって提案

された 1)．輸送される財は，その一部が輸送のために利

用されるモデルであり，輸送抵抗の簡便なモデル化手法

として理論分析のみならず空間応用一般均衡モデル（以

下 SCGEモデル）といった政策評価のための数値シミュ

レーションモデルでも広く利用されている．特に交通政

策の評価では，輸送抵抗の減少に起因する経済効果を評

価するため Iceberg型輸送費用モデルを採用した SCGEモ

デルが国内外で開発されている 2)．Iceberg 型輸送費用モ

デルは，輸送抵抗を示すパラメータの計測可能性におい

て優れているが，一方で輸送する財の生産技術と等しい

技術を用いて輸送サービスも生産すると仮定しており, 

その点を批判する研究も存在する 3)．特に輸送抵抗が何

らかの要因で変化し，輸送サービスに対する需要が変化

した場合に，その経済影響の評価が以下の 2つの理由で

本来の値から歪んでしまう． 1つは，輸送サービスに対

する需要の変化が，輸送対象の財に対する需要に直接的

に影響を与える事である．交通投資により輸送抵抗が低

下すると，輸送サービスへの需要が低下する．着地では

輸送対象財の投入費用が低下し，輸送対象財への需要は

増加する方向に働くが，輸送サービスに対する需要が減

少すると，発地における当該生産部門の活動水準は過小

評価される．これは根本的には輸送対象となる財の生産

と輸送サービスの生産を同じ生産部門が担っており，か

つ輸送対象となる財の一部が輸送サービスとなると仮定

しているためである．本来であれば発地において生産物

の生産とその輸送活動は分離されるべきである．輸送費

用低下に伴う輸送対象財の需要増加と輸送サービスに対

する需要減少が同一の生産部門のの生産水準に影響を与

える．2 つ目の歪みは輸送サービスの生産技術に由来す

る．輸送サービスに対する需要の変動は，輸送サービス

の生産に用いられる財の需要に影響を与える．輸送対象

となる財と同一技術で輸送サービスを生産していると仮

定しているため，波及効果も歪む．こうした歪みが十分

に小さいのであれば実務上ではモデルの簡便さや輸送抵

抗に関するパラメータの計測可能性が優先されるべきで

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集04-08



 

 2 

あろう．しかし歪みが無視できないほど大きい場合には

輸送サービス部門を独立させる等のモデルの改良が求め

られる．これまでIceberg型輸送費用モデルに対する理論

的批判は具体的に定量化されてこなかった．本研究では

比較対象として独立した輸送サービス部門を持つ SCGE

モデルを基準として，Iceberg型輸送費用モデルが本来的

に持つ歪みの大きさを定量的に評価する． 

 

2. 2種類の SCGEモデルの構築 

(1) Iceberg型輸送費用モデル 

 

以下では，SCGEモデルにおける Iceberg型輸送費用モ

デルを定式化する．まず記号を定義する．Q*
i,rは一定量

のアーミントン合成財を示す．このアーミントン合成財

の単位価格をpqi,rで示し初期値を1とする．q*
i,s,rはアーミ

ントン合成財の生産に投入される財の量を示し，s 地域

から r地域への財の移入量もしくは自地域への販売量に

相当する．q*
i,s,rの単価を示す pyi,sも初期値を 1 と設定す

る．ここで s地域から r地域へ輸送する場合の輸送抵抗

をτs,rで示す．ただし 0≦τs,r ≦1とする．仮定より発地

から 1単位発送した財の量は着地では (1－τs,r)となって

いる．τs,rの分は輸送サービスとして利用されたと考え

る事ができる．着地で 1単位を生産に投入したい場合は

1/(1－τs,r)の財を購入する必要がある．1/(1－τs,r)= (1＋ts,r)

と置いた場合は，ts,r＝τs,r /(1－τs,r)として輸送マージン

を表現することができ，その際の着地での実質的な投入

単価は(1＋ts,r)であると表現する事ができる． 

以上の設定で Q*
i,rのアーミントン合成財を生産する費

用最小化問題を解き，価格関数および補償需要関数を導

出する．式(1)は Q*
i,rのアーミントン合成財の生産関数で

ある．式(1)の生産関数を制約として，式(2)の総コスト

Ci,rを最小化する問題を考える．ただし簡単化のため式

(1)の生産関数内部のパラメータを式(3)の関係を用いて

書き換え，式(4)に書き直す． 

 

Q𝑖,𝑟
∗ = ζi,r [∑ 𝜔𝑖,𝑠,𝑟𝑞𝑖,𝑠,𝑟

∗
𝜎𝑖−1

𝜎𝑖

𝑠

]

𝜎𝑖
𝜎𝑖−1

 

(1) 

 

𝐶𝑖,𝑟 = ∑(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠𝑞𝑖,𝑠,𝑟
∗

𝑠
 (2) 

 

𝜃𝑖,𝑠,𝑟 = ζ
i,r

𝜎𝑖−1
𝜎𝑖 𝜔𝑖,𝑠,𝑟  

(3) 

 

Q𝑖,𝑟
∗ = [∑ 𝜃𝑖,𝑠,𝑟𝑞𝑖,𝑠,𝑟

∗
𝜎𝑖−1

𝜎𝑖

𝑠

]

𝜎𝑖
𝜎𝑖−1

 

(4) 

 

𝑝𝑞𝑖,𝑟 = [∑ 𝜃𝑖,𝑠,𝑟
𝜎𝑖 [(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠] 1−𝜎𝑖

𝑠

]

1
1−𝜎𝑖

 

(5) 

 

𝑞𝑖,𝑠,𝑟
∗ = [

𝜃𝑖,𝑠,𝑟𝑝𝑞𝑖,𝑟

(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠

]

𝜎𝑖

𝑄𝑖,𝑟
∗

 
(6) 

 

𝑞𝑖,𝑠,𝑟
′ = (1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟) [

𝜃𝑖,𝑠,𝑟𝑝𝑞𝑖,𝑟

(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠

]

𝜎𝑖

𝑄𝑖,𝑟
∗

 
(7) 

 

費用最小化問題を解き，単位生産費用と販売単価は等

しいとするゼロ利潤を仮定することにより，投入単価と

販売単価の関係式(5)を導く事ができる．式(5)はシェパ

ードの補題より，式(6)の補償需要関数を導く．ただし，

ここで示される需要量は，着地で実際に生産に投入され

る量である．輸送抵抗の存在を仮定しているため，輸送

サービスに対する需要も考慮する必要がある． Iceberg型

輸送費用モデルでは輸送サービスに同じ財を利用するた

め，式(7)の通り，補償需要関数に(1+ti,s,r)を乗じることで

輸送サービスの分も加えた需要量が求められる． 

続いてθi,s,rの値をカリブレーションによって求める．

そのために式(7)の関係が現実の経済で成立しており，

必要な変数の値は産業連関表に記述されているものとす

る．ただし生産に直接投入される物量は q*
i,s,rであり需要

量の q’i,s,rではない．産業連関表上の金額を価格と物量に

分ける際，財の投入単価は(1+ti,s,r)倍されている．そのた

め産業連関表上の整合性を確保するため投入物量は記載

金額の1/(1+ti,s,r)倍になる．すなわちq’i,s,rは産業連関表上に

記載されている金額に 1/(1+ti,s,r)をかけた量に相当する．

その上でθi,s,rの値のカリブレーションを行う．式(7)が現

実に成立しているもとで，同式をθi,s,rについて解くと以

下の式(8)を得る．ただし q’i,s,r＝(1+ti,s,r) q*
i,s,rである． 

 

𝜃𝑖,𝑠,𝑟 =
(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠

𝑝𝑞𝑖,𝑟

[
𝑞𝑖,𝑠,𝑟

′

(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑄𝑖,𝑟
∗

]

1
𝜎𝑖

 
(8) 

 

(2) 輸送サービス部門独立型モデル 

 

 以下では独立した輸送部門を持つ空間応用一般均衡モ

デルについて説明する．本研究では，既存の輸送サービ

ス部門の情報を利用せず，Iceberg型輸送費用モデルを採

用した場合に，輸送サービスに利用される財の価値を各

地域ごとに集計し，新たに輸送サービス部門を設定する． 

Iceberg型モデルにおける式(7)が示す需要量は，第 i財

について，着地において実際に投入される財に加えて，

輸送サービスとして利用される財も含む．全ての財につ

いて，発地において輸送サービスとして生産される価値

総計を式(8)で示す通り TRVsとする．pyi,sの基準均衡は 1
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の値をとる．以下でpy0
i,s，pq0

i,s，Q0*
i,rと右肩に0が付く値

は，基準均衡の値とする． 

 

𝑇𝑅𝑉𝑠
0 = ∑ 𝑡𝑖,𝑠,𝑟 [

𝜃𝑖,𝑠,𝑟𝑝𝑞𝑖,𝑟
0

(1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟)𝑝𝑦𝑖,𝑠
0

]

𝜎𝑖

𝑄𝑖,𝑟
0∗

𝑖,𝑟
 

(9) 

 

TRV0
sは基準均衡における発地の輸送サービスの生産

額計である．次章において詳述するが，本研究のシミュ

レーションでは，単純化のため製造業とサービス業，輸

送サービス業の 3部門のみ考える．式(8)の総価値を，当

該地域のサービス業の投入係数で案分し，輸送サービス

業の費用項目の金額を定める．ただし，以下で行うシミ

ュレーションでは同一産業が輸送対象の財と輸送サービ

スを同じ生産技術で生産している仮定の歪みを測定する

ため，以下では輸送サービス産業の投入係数は同一地域

の製造業の投入係数に等しいと仮定する． 

シミュレーションでは製造業の製品を移出する場合の

み輸送抵抗が生じると仮定する．そのため新しく設定し

た輸送サービス業の各費用項目の金額は，同じ地域の製

造業の対応する費用項目から差し引かれる．以上の計算

により当該地域における各財への需要額および地域の付

加価値額を変えずに輸送サービス業を当該地域に新設す

ることができる． 

輸送サービス業の生産する輸送サービスは着地の産業

が需要する．着地の産業が財 1単位を移入し，生産に投

入する場合に発地の輸送サービスも必要となる．その金

額は Iceberg 型輸送費用モデルの場合と同額である．式

(10)の通り，着地の企業の生産関数に，中間投入と輸送

サービスがレオンチェフ型生産関数で結合されている．

ただしαi,s,rは，財の投入係数，αT
i,s,rは輸送サービスの投

入係数である．なおαT
i,s,rと ti,s,rの関係は式(11)の通りとな

る． 

 

𝑞𝑖,𝑠,𝑟
′ = 𝑀𝑖𝑛 [

𝑞𝑖,𝑠,𝑟
∗

𝛼𝑖,𝑠,𝑟

,
𝑞𝑖,𝑠,𝑟

𝑇

𝛼𝑖,𝑠,𝑟
𝑇 ]

 
(10) 

 

𝛼𝑖,𝑠,𝑟
𝑇 =

𝑡𝑖,𝑠,𝑟

1 + 𝑡𝑖,𝑠,𝑟
 

(11) 

 

３. 産業連関表について 

 

以下では本研究の SCGEモデルのパラメータのカリブ

レーションに用いる産業連関表について説明する．なお

簡単化のため経済産業省による平成 17 年版「地域間産

業連関表」を，3地域 2部門表に集約した地域間産業連

関表を用いる．地域は，関東地方以北の「東日本」，中

部地方の「中日本」，近畿地方以西の「西日本」の 3地

域に分類する．産業分類は，「製造業」と「サービス業」

に分類する．独立輸送部門モデルの場合には，製造業か

ら「輸送サービス業」を分離させ 3部門モデルとする． 

なお以下のシミュレーションでは，輸送サービス業の

投入係数は同じ地域の製造業の投入係数と等しいと仮定

する． 

 

４. 数値シミュレーション 

(1) シミュレーション分析の目的 

 

以下ではIceberg型輸送費用モデルと輸送サービス業独

立型のそれぞれの SCGEモデルを構築し，同じ輸送抵抗

の減少に関するシミュレーション分析を行う． 

ここで改めてシミュレーション分析の問題意識を整理

する．Iceberg型輸送費用モデルを採用することで生じる

歪みは２つ存在する．第一に，Iceberg型輸送費用モデル

は，輸送サービスを生産するにあたり，輸送する財と同

じ生産技術を用いる．これは生産した財の一部を輸送に

充てると解釈できる．シミュレーション分析では，輸送

抵抗の減少により，財 1単位の輸送に必要な輸送サービ

スの量が減少すると仮定する．輸送抵抗の減少が輸送サ

ービスに対する需要減少につながると，Iceberg型輸送費

用モデルの場合，当該財を生産する産業の生産水準を引

き下げる効果を持つ．輸送抵抗の減少により当該財の着

地価格は下がり，需要が増大すると考えられるが，輸送

サービスとして生産していた財の生産量は減るため，そ

の産業の生産水準は過少に評価される． 

第二に，輸送する財と同じ生産技術で輸送サービスを

生産する場合と，輸送サービス部門を独立させて輸送サ

ービス生産に特有の投入係数を用いる場合とでは，輸送

サービスに対する需要が減少した場合の各産業に与える

波及効果が異なる．一般に，製造業の投入係数は，製造

業に対して大きな値を取る．そのため，輸送サービス需

要の減少は，Iceberg型輸送費用モデルにおいて，製造業

の生産物に対する需要減少を，輸送サービス業独立型よ

り過大に評価する可能性がある． 

Iceberg型輸送費用モデルは以上の 2つの経路から，輸

送対象となる財の生産量を過小評価する可能性があるが，

それらが無視できるほど小さい値であれば，実務上の影

響は小さい．本稿では特に第一の歪みについて定量的に

評価したい． 

 

(2) シミュレーション分析とその結果 

 

 シミュレーションでは，東日本と中日本の間の製造業

製品の輸送抵抗をゼロとする．東日本および中日本と西

日本の間の輸送抵抗は変わらないとする．以下でシミュ

レーションの結果を説明する． 

図-1は各地域の製造業の実質生産額の変化分である．
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「Iceberg-M」は Iceberg型輸送費用モデルにおける「製造

業」を意味する．「Composite-M」は輸送サービス業独

立型の「製造業」を意味する．輸送サービス業独立型は，

輸送サービス業が提供するサービスと輸送対象の財を

Leontief 型関数で合成するため「Composite」としている．

「Composite-T」は輸送サービス業独立型モデルにおける

輸送サービス業を示す． 

シミュレーション結果であるが，いずれのモデルでも

生産への影響が最も大きい中日本の製造業に着目する．

Iceberg型輸送費用モデルの SCGEモデルでは，輸送抵抗

の低下に伴う実質生産額の増分は約 8,780 億円である．

一方で，輸送サービス業独立型の中日本の製造業は生産

額が約 1兆 5,384億円増加している．同じモデルにおけ

る中日本の輸送サービス業の実質生産額は約 6,604 億円

減少している．Iceberg型輸送費用モデルにおける約8,780

億円の実質生産額の増加には，製造業が輸送する製品の

生産額増加だけでなく，輸送サービスの生産額の減少額

が含まれている．輸送サービス業独立型のモデルでは，

輸送サービス生産の減少額は同産業の生産額低下として

表現されるため，製造業の生産額増分は着地における投

入価格の低下に伴う需要増を評価している． 

図-2は，Iceberg型輸送費用モデルと輸送サービス業独

立型の SCGEモデルにおける製造業の実質生産額の変化

率である．中日本の場合，Iceberg 型輸送費用モデルで

1.46%，輸送サービス業独立型で2.68%であり，決して無

視できるものではない．図-3は輸送サービス業独立型の

SCGE モデルにおける輸送業の変化率である．今回，東

日本と中日本の間の輸送に関して輸送費用が生じないと

した．中日本は，製造業の生産額が全国で最も増加した

様に，全国的に他地域との移出入が活発である．その分

輸送サービス業も他地域に比べて規模が大きいが，これ

が大きく減少するという結果になっている．なお，西日

本の製造業は 0.16%下落し，これに比例して輸送サービ

ス業も 0.16%下落している． 

 

６. まとめ 

 

本稿では，SCGEモデルで Iceberg型輸送費用モデルを

採用した場合に生じる交通投資の経済影響評価の歪みに

ついて定量的に検討した．特に輸送対象となる財とその

輸送サービスを同一産業が同一技術により生産している

という仮定により，輸送抵抗減少の影響がその産業につ

いて過小評価されてしまう．定量評価ではその過小評価

は無視できない場合がある事が示された．Iceberg型輸送

費用モデルでは，輸送対象の財の生産量と，同じ技術で

生産する輸送サービスの生産量を分離して評価できない．

そのため輸送対象の財の生産水準について，交通投資に

よる輸送抵抗減少の影響を正確に把握できない．この評 

 

図-1 各地域製造業および輸送サービス業の実質生産額差分 

 

 

図-2 各地域製造業の実質生産額変化率 

 

 

図-3 各地域の輸送業の実質生産額変化率 

 

価の歪みを補正するためには，一定の仮定に基づき独立

した輸送サービス生産部門を設定する等，輸送対象の財

の生産活動と輸送サービスの生産活動を分離する必要が

ある．その際には輸送抵抗に関するパラメータ推定の容

易さ等，Iceberg型輸送費用モデルの利点を損なわない様

な方法が求められる． 
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